
課長名

■ □ R2 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 2 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無 ■ 無

■ 有 教員自主研究活動支援事業 □ 有

引き出す教育・楽しむ教育実践事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁

県10/10：⑴⑵⑶⑷　県1/2：⑸ 法 定 受 託 事 務

課名 教職員課 小林　利幸

事業主体 教員、教員で構成する研究会
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

政　　策  〔 1　夢と希望を持ち、ふくいを愛する子どもの育成

［解決すべき問題・課題］

　大量退職の中で、若手教員の育成を含む教員の指導力、授業力向上は急務な課題である。教員のグループによる自主的な研究活動を支援し、その成果を県内教員が
共有することにより、指導力向上を図る必要がある。

［事業目的］

　教育大綱で掲げた、「引き出す教育」・「楽しむ教育」を推進するため、ＩＣＴ等の先端技術を活用した学びを楽しむ授業づくりや子どもの興味・関心を引き学習
意欲の向上に繋げるクラブ活動の実践に向けた研究に取り組む教員グループの活動を支援するとともに、自主的な研究活動を支援し、教員の指導力向上を図る。

そ の 他

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 Ⅰ　学びを伸ばす（人材力）
関連する県の計画等 〔 福井県教育振興基本計画 〕

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 R6

補助率

（実績） （役割分担）

Ｈ28年度～Ｒ1年度の4年間実施
・Ｈ28補助総件数： 84件 ・Ｈ29補助総件数：148件
・Ｈ30補助総件数：147件 ・Ｒ1補助総件数 ：147件

市町との連携状況 ・市町単位で実施する研修会等と連携し、成果を共有 他県の状況

・石川県：いしかわ師範塾「自主的研究会支援事業」
2,000千円（1回上限300千円）

教職大学院については入学金を半額負担
・富山県：教師の学び支援塾事業（1,500千円）

教師力向上支援事業（4,000千円）
小学校、中学校教育研究会に計1200千円

・石川県、富山県：大学院修士課程には、入学金、授業料を全額補助

（１）先端技術活用研究
・先端技術を効果的に活用し、子どもの興味・関心を向上させ、学びを楽しむ新たな授業づくりや指導方法の研究　　（ 3,000千円：300千円×10件）

（２）小学校クラブ活動
・学習への興味・関心につながり、発展的な内容を子ども達同士で追及する活動を行うクラブ活動の実践方法の研究　（ 1,500千円： 50千円×30件）

（３）若手教員学習会
・生徒指導、学級経営、保護者対応について情報交換。アドバイザーを招聘し指導や助言を受け研究実践 （ 5,000千円：100千円×50件）

（４）授業実践研究
・教員の自己啓発や指導力向上のための指導方法の研究や教材開発や児童生徒支援の研究、教材開発 （ 3,000千円：200千円×15件）

（５）教職大学院派遣
・福井大学教職大学院の派遣研修教員に対する助成 （ 2,115千円：141千円× 15人［入学金の1/2相当］)

［受益者］ ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名



課長名

■ □ R2 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 2 年

繰入

平成２９年度 30年度 令和元年度 ２年度

20,115

19,034

［成果指標等の推移］

平成29年度 30年度 令和元年度 ２年度

(25)

25

(145)

136

そ の 他

引き出す教育・楽しむ教育実践事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 教職員課 小林　利幸

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 R6

補助率 県10/10：⑴⑵⑶⑷　県1/2：⑸ 法 定 受 託 事 務

事業主体 教員、教員で構成する研究会
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

当 初 予 算 額 の 推 移 14,615

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

教員指導力向上基金繰入金

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３年度 令和３年度予算額の増減理由

予算額 14,615 14,615 0

成果指標
学習支援システムへの掲
載成果数

(目標) (25) (25)

前年度までの
主な増減理由

・R2年度から、「引き出す教育・楽しむ教育実践事業」とし、補助区分の内容・補助額・補助件数の見直しにより、予算額を縮小。

区　　　　　　分 ３年度 中間目標 最終目標 目標・指標の考え方・積算根拠

学習支援システムへ掲載し活用する成果数　25本
活動報告、開発した教材、学習指導案等の活動の成果を県全体に広め
る実績

(25)

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和３年度の変更点 事業評価

[R2年度交付決定件数]　R2.10.1現在
　○先端技術活用研究　 19件　　○小学校クラブ活動　　23件
　○若手教員学習会　　 50件　　○授業実践研究　　　　15件
　○教職大学院派遣　   15件

□ 拡充

活動指標 交付決定件数(件）
(目標) (120) (120) (120) 各区分のの補助件数　(1)先端技術活用研究 10、(2)小学校クラブ活動 30

(3)若手教員学習会 　50、(4)授業実践研究 15、(5)教職大学院派遣 　15
実績

見直し額

■ 継続 □

□ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し

休止 □ 完了




